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に卓越する風（モンスーン）の方向が変わり、気候に大きな影響をおよぼす。通常 5 月～10 月にかけて、
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図 1-3 本論文の基本的な構成 
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第 ２ 章   過去の研究のレビユー 
 














２．２   最近の研究 
ようやく最近になって類似分野を論じた次の 2 点の英文報告が公表された。最初は、 












Takizawa,S.ed.(2008) Groundwater Management in Asian Cities : Technology and Policy for Sustainability. 
Csur-Ut.Series,Springer,334pp. 













２．３   現在進行中の研究 











International Workshop－Geoecology and Environmental Technology で講演し予稿集（英文）に発表した。
ついで、国連大学（ボン、ドイツ）が主催し UNESCO(IHP-Ⅵ)と協同の Groundwater and Human Security
の Case Study Project の Kick-off Meeting（第 1 回）で、｢国境をまたいだ帯水層問題と安全な水の問題｣
としてガンジス平野のヒ素汚染問題を、第 2 回目のエジプト・アレキサンドリアで開かれた会議で、｢気
候変動によって影響を受ける東南アジアの水資源と地下水の脆弱性｣について発表した。 
















研究中に面談した各国の主な関係者を表 2-1 に示した。 
 9
表 2-1 研究中に面談した主な各国の関係者 
国 地 域 機 関 氏 名  
ハノイ地質鉱山大学 学長  Dr..Bui Hoc 
ハノイ地質鉱山大学環境学部   Dr.Dinh Thai Hung 
国立ハノイ大学副学長  Dr.Mai Thong Nhuan 
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３．1   日本の地下水利用と課題 
3.1.1   日本の水資源の概要 
日本の 2003 年における水使用量は 839 億 m³で、農業用水が 557 億 m³（66.4％）、工業用水が 121
億 m³（14.4％）、生活用水が 161 億 m³（19.2％）である。このなかで地下水が占める使用量は 104 億
m³（12.4％）である。水使用量は最近全体として減少傾向にある(図 3-1)¹⁾。なお、水使用量 839 億
m³は、日本の再生可能な年間水資源量（総降水量から蒸発散量を差し引いた量）の 4200 億 m³に対し
て約 20％に当たり、水ストレス比の上限の目安である 40％より低く、渇水に脆い体質ではない²⁾。し
かし水は経済的な流通財ではないため、地域別の値に意味がある。関東地方で 40％と上限にあり、近
畿地方で 27％、東北地方で 23％と下がって、最小は北海道の 10％となる¹⁾。 






























び率で見ると、2000 年までの見込み 2.0％、2.03％および 0．4％に対し、1995 年までの実績は 1.2％、
－0.53％および 0.03％(推計値)であった³⁾。このため計画の見直しが始まり 1999 年に 2015 年を目標
とした｢ウォータープラン 21｣が策定され、実際の需要増加率に下方修正して公表された。具体的な数
図 3-1 日本の水資源使用量の変遷 (日本の水資源，2004 から作成) 
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字は、表 3-1 に示したように、2010 年時点で、農業用水は需要量を供給量が上回るが、都市用水（生
























図 3-2 の右図は 1965 年から 1年ごとの企業の公害対策投資額の変化を示したグラフだが、1965 年か
ら 1975 年の 10 年間に急増している⁴⁾。この急激な増加は回収率の増加と調和しており、投資額の中
にリサイクル施設費も含まれていると推測される。農業用水も減少傾向にあり、その要因は米余りの








表 3-1 ウォータープラン 21 の数値目標（国土庁，1999） 
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 最近の日本における地下水利用量（2004 年）は約 124 億ｍ³（約 3400 万ｍ³/日）で、淡水の全利用
量（835 億ｍ³）に対して約 15％を占めるが、ここ数年利用量はわずかずつ減少している（図 3-3）¹
⁾。都市用水は 51％で約半分を占める。 
人に一番身近な生活用水の場合、地下水が占める割合は 22%で、用途別では工業用水の 29%に次いで



























図 3-3 日本の地下水利用（1999～2004）（日本の水資源，2005 から作成） 
 
３．２  関東平野における地下水利用と地下水障害 
3.2.1  地域の概況  
関東平野は日本列島のほぼ中央に位置し、1 都 5 県に跨った日本で一番広い代表的な平野である。
平野は東西に約 75 ㎞、南北に約 75 ㎞の拡がりをもち、約 5500 ㎞²の面積である。海岸部には埼玉、
千葉、神奈川各県と東京都があり、内陸部に茨城、栃木、群馬がある。全域で約 4000 万人、平野部
で約 3300 万人の人が住んでいる。アジアの他の平野と比較する場合の目安として、広さは東京から
平野の最上流の前橋までほぼ 100 ㎞であり、その標高差は 100m ほどである。この地形勾配はほぼ１
/1000 に相当するが、他のアジアの平野と比較すると 10～40 倍となりかなり急である。関東平野の年
間降水量は 1470mm で、6 月の梅雨と 7 月～9 月の台風襲来時に集中し冬季は少ない。 







の頻互層で、良好な帯水層となっている。その厚さは最大で 400～500m である。 

















































奈川各県と東京都）で 215 万 m³/日、内陸部（茨城、栃木、群馬、山梨各県）で 219m³/日で、合計
434 万 m³/日である¹⁾。地下水が全都市用水資源のなかで占める度合いは臨海部で 14.3%、内陸部で
42.8%となり、内陸部で圧倒的に依存度が高いのが特徴的である¹⁾。関東圏全体では農業用水を入れ
た地下水利用量（795 万 m³/日）は全水資源需要のなかで 18.7%を占め、全国平均の 12.5％より高い。 
Shallow Aquifers
Decrease of pumping rate of 
industrial groundwater 
in Tokyo area from 1962 to 1972 
Deep Aquifers
Change of pumping rate of





























3.2.4  地下水障害―地盤沈下と塩水浸入 
戦後の産業復興とともに水需要が急増し、地下水も例外ではなかった。とくに京葉臨海地域では、
深さ 30～40m 以浅の不圧帯水層とより深い（深度 400m まで）被圧帯水層から地下水が揚水された。
図 3-4 東京での天然ガスかん水の揚水量（m³/日）（右図）と工業用地下水量の減少（近藤，1980）（左図） 








興にかかった費用は官庁と民間を合わせて 820 億円以上にのぼる膨大な額であった¹³⁾。 









































戦後、1950 年から 1960 年代、産業の復興と共に再び地下水の揚水が始まり、京浜、大阪や名古屋
の湾岸地域の地盤沈下は地下水の取水とともに急激に進行した。地下水位が低下するに従って地盤沈
図 3-5 東京・東部低地における地盤沈下（左上）、ゼロメートル地帯（左下）、台風による冠水地域（右上）、 
































である。ようやく 1965 年から 1973 年間に工業用水の回収率の伸びは、36.3%から 62.0%と 25.7 ポ
イントも急上昇した（図 3-2）¹⁾。東京東部低地では 1965 年から代替水源の工業用水の給水が始まっ
た（図.3-7）¹⁶⁾。沈下が止まり停滞からわずかに回復に転ずるのは、二つの法律が施行されてから








策要綱（1991 年）を関係県知事に通達した¹⁾。この通達が関東地方では、閣議決定から 10 年を要し
たのは地元との調整が難しかったことを伺わせる。同じ指導を受けた濃尾平野や佐賀・白石平野と比




の両地域で 356 万 m³/日もの取水があったが、そのご規制効果が現れしばらく減少傾向にあった。 
しかし近年は保全地域では 2000 年目標が 4.8 億 m³/年（130 万 m³/日）に対し、2002 年までのこ
図 3-6 日本の代表的な都市における地盤沈下の累積量(cm)（環境省，2004 に加筆） 
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こ 4,5 年間、5.2 億 m³/年（137 万 m³/日）で推移し目標を大きく上回っている¹⁾。同じように同上の
要綱で関係各県が取水量を規制されている濃尾平野と筑後・佐賀平野（両者は 1985 年通達）ではい
ずれも目標値を下回っているのとは対照的である。この要綱に定められた 3 地域は 2005 年に連絡会














































て重要であるという両面から再認識を迫る資料である。年間 4ｃｍ以上沈下する地域は 1997 年以来無
いが、年間 2ｃｍ以上地盤沈下する地域は 1997 年以後 2002 年まで横ばい傾向で 8 ヶ所前後だが、面
積は 2002 年には 461km²と増加している¹⁷⁾。2004 年の 2cm/年以上の沈下地域は大部分が千葉県内で
その面積は 149 ㎞²に及ぶ。九十九里平野と千葉県北部では天然ガスを含むかん水は、ここ 5 年間を
通して5500万m³/年と最盛時の6割が依然として取水されており、これが原因と考えられている¹⁷⁾。 
最近の新聞報道によると石油や天然ガスの高騰に伴って、日本の天然ガス（新潟、千葉）業界では
操業をフル回転させている（日本経済新聞 2008.5.27）。恐らく 2008 年度の地盤沈下地域は以前に増
して広がると予想される。 
地下水位の低下によって地盤沈下が進行していた時期、沿海部の帯水層では地下水の塩水化が同時










































３．３  地下水汚染 
地下水の水質は 1970 年に制定された水質汚濁防止法の第 15 条によって、公共用水域や地下に排水
図 3-8 地盤沈下面積の経年変化（km²/年），（環境省，2004 から作成・加筆） 
図 3-9 海岸線から 1.2 ㎞内陸にある深井戸の塩素イオン量と静水位の変化(1961-66)（村下・岸，1967 に加筆)
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する工場や事業所で監視されるようになった。1988 年以来、毎年都道府県知事が作成する測定計画に
従って測定された結果が環境大臣に報告される。監視成分は 1993 年と 1997 年に追加され、2004 年で
は 26 項目（健康項目）である（地下水汚染関連の法規は後の表 4-3 にまとめた）。地下水調査は目的
によって①概況、②汚染井戸周辺調査、③定期モニタリング調査に分けら、その調査数はそれぞれ、
①と③が 5000 本ほど、②が 2000 本足らずである。これは毎年同じ井戸がモニターされている訳では
なく、各県から上がってくる調査の総計を示している。 
2004 年の結果は、図 3-10 で示すように Nitrate-N,Nitrite-N,ヒ素,テトラクロロエチレン,フッ素,鉛そ
してトリクロロエチレンが地下水の水質基準を超えて推移している¹⁹⁾。とくに前二者の割合が高い。
これは Nitrate-N and Nitrite-N で全資料の 5～6％が基準を超過している。これは肥料や家畜の排泄物の
影響が及んでいると推測される。 
このように、水質の超過確率の変化は、時代的に 1980 年代末に始まり、90 年前半に崩壊したバブ
ル経済とその後の時代を、地下水汚染という姿で示すことになった。経済の破綻は、特に大都市周辺
で工場の移転やそれに並行した都市の再開発を招いた。それに伴い、金属や VOCs (Volatile Organic 
Compounds、揮発性有機化合物)による土壌や地下水の汚染が明らかにされた。金属汚染は六価クロム、
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図 3-12 トリクロロエチレンによる地下水汚染の拡がり（新藤・唐・杉江，1986） 
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域は 1984 年まで漸次周辺地域に拡大され、2008 年現在、工業用水法は指定地域を南関東・東京湾岸地




多目的ダムが建設され、都市用水は 1965 年から 1975 年の 10 年間で 250 万 m³/日から 530 万 m³/日に
倍増した⁵⁾。東京東部低地では 1965 年の工業用水供給開始とともに、地下水揚水量が激減し、地盤沈
下が収まった様子がよく判る（図 3-7）⁶⁾。渇水続きで直前まで心配された東京オリンピックが開催さ
れたのは 1964 年 10 月のことであった。利根川から荒川に水を供給する武蔵水路（最大 10m³/秒）が完

























表 4-1 日本の地下水法制および関連法と世界の動き 















1962 工業用水法改正 ビル用水法 
1964 新河川法 東京オリンピック 
1965 宮古島地下水保護管理条例 
1967 公害対策基本法  各自治体の条例  
1968 都市計画法、砂利採取法 武蔵水路完成 
1970 公害対策基本法改正  水質汚濁防止法 公害国会（公害関係の14法の制定、改正） 
1971 環境庁発足 


















1997 地下水の水質環境基準制定 世界水フォーラム（第1回） 
1999 ウォータープラン２１ 
2000 環境基本計画の見直し（2） 世界水フォーラム（第2回）、国連ミレニアムサミット 
2001 河川法（改正）、海洋法（改正） 環境省発足 
2002 土壌汚染対策法 ヨハネスブルグサミット 
2003 世界水フォーラム（第3回） 









論が社会的に関心を集めた年の 18 年後の 1993 年に公害対策基本法に代わって環境基本法が制定され
たからである¹¹⁾。しかし時代は動いている。最近の動向は 4.4.2(31 頁)に示した。 
表 4-2 ４つの地下水規制案の考え方（参考文献（10）の表の一部を割愛した） 
規制の内容 






































けてリオ宣言とアジェンダ 21 が採択された。その〈セクションⅡ 開発資源の保護と管理〉の第 18
章に「淡水資源の質と供給の保護：水資源の開発、管理及び利用への統合的アプローチの適用」が問
題提起された。そして各国政府に持続可能な開発に関する国家戦略を策定することを求めた¹²⁾。 
そのような世界的な動きを受けて日本は翌 1993 年に環境基本法を制定した⁷⁾,¹¹⁾。同時に 1967 年
に制定されて以来、日本の公害防止と救済被害対策の基本法であった公害対策基本法は廃止された。
もう一つ自然環境の保護の柱であった自然環境保全法（1972 年）は残された。（今回取り上げた各国の
動きは表 11-3 に示したとおりである。） 
環境基本法は前文がないが、第 1 章の総則において従来の「公害防止」に代わる新たな環境政策の


































































さらに第 15 条に基づいて 1994 年に策定され 2000 年末に見直された新しい環境基本計画（環境の世
紀への道しるべ）は第 4 部 139 頁(参考資料・付録を除く)からなる大作であるが、分野別の戦略プロ
グラムのなかで環境保全上健全な水循環の確保に向けた取り組みを述べている¹³⁾。要約すれば現状と











地下水法制が 1970 年代半ばに盛んに議論されて 30 年余を経た現在、環境基本法によって地下水を
含む水循環は本質的なアプローチを可能とする法律が整備され、地下水は実効的な管理に向けてすで








４．３  地下水開発と管理の歴史的変遷 
これまで日本における地下水開発と地下水障害への対策、地下水に対する社会的な認識が凝集した
形である法律とそれに基づく施策を歴史的な変遷とともに整理してきた。その歴史的な経緯を年代を














② 地下水揚水の法的規制や人工涵養が試みられた時代（1960 年頃～1980 年頃） 
これに対し、国はまず大量の地下水を利用していた工場や都市の揚水を規制するため法律を制定し、



















の料金は地下水の利用が多いチャオプラヤ平野南部では 8.5 バーツ（30 円）/m³である。これに、同
額の地下水保全協力金が課せられる。従って 17 バーツ/m³（60 円）と高い料金となる。ちなみに、日
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Particularly in dry season and drought year






























⑤ 自然の水循環と人間生活の調和の時代（2000 年代） 
最近では、地下水の保全に関して、単に水理地質的な安全揚水量の考え方から、社会経済的な条件
を加味した「許容揚水量」¹¹⁾という考え方のもとに、地下水盆管理が行なわれている。現在の状況に
関しては後の 4.5 と 4.6 に詳しく述べ、第 5章に熊本地域を事例としてあげる。 
 
図 4-1 日本の地下水開発と地下水障害対策から持続的な管理にいたる流れ 
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４．４   最近の地下水問題 
4.4.1   地下水位の回復と社会の動き 
 長年にわたる地下水揚水の抑制の結果、東京東部の低地では、地下水位の回復がみられる（図 4-2）
¹⁹⁾。1965 年の代替工業用水の供給開始とほぼ同時に、地下水の揚水は減少し、地下水位は少し遅れ














 1971 年に環境庁が発足し、1975 年から全国の環境指標の値を公表するようになった²⁵⁾。地盤沈下
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期（5月～10 月）の休耕田に表流水を張ることによって新たに人工涵養を 2004 年から始め、目標年は
2008 年である¹⁾。これは昔から存在する流域の自然な水循環（表流水=>堰=>灌漑水路=>水田や畑）を
生かした形であり、無理がないため継続性が期待される事業である。また、熊本市民のアンケート調査





地下水保全条例（1977 年）の制定など 30 年来の地下水保全の取り組みが評価されて、熊本市は「日
本水大賞グランプリ」を 2008 年 6 月に受賞した。 
 




て有名である。現在同地域には熊本県人口の約半数の 96 万人が住み、4,519 本の井戸から日量 56 万ｍ
³(2002 年)の地下水が取水されている¹⁾。用途別には、生活用水（56.6％、32.2 万ｍ³/日、2002 年)、
農業用水・水産養殖用（23.1％）、工業用水・建築物・その他（21.3％）である。このように水資源は
ほぼ全てを地下水でまかなっている日本でも稀有な地域である。熊本市は 2,344 本の井戸から、32.3







































生する地盤沈下（圧密沈下、1978 年から 2005 年まで最大累積量は約 28cm で 2002 年以来沈静化して
いる）⁸⁾をどこまで許容するか、水位低下による揚水コスト増をどこまで許容するかなど社会的、経
































17 条第 3 項）が明記され、私権の制約に一歩踏み込んだ内容になっていた。しかしこの条項は県条例
との重複を避け、過剰な採取の抑制策として採取量の縮減を勧告する、勧告に係る措置を命ずる（第
21 条の第 2,3 項）と簡潔な条文として残り 2008 年 6 月から施行されることになった。 
表 5-1 熊本県と熊本市の地下水に関する条例等 

















表 5-2 熊本県の計画期間の具体的な施策（熊本県，2003）  










































































14 年度の地下水保全に直接関係する項目の抜粋である（表 5-3）¹⁵⁾。 
 
表 5-3 熊本県の健全な水循環に向けた施策（平成 14 年度の関係部分を抜粋、熊本県，2003） 
環  境  目  的 事 業 名 
健全な水循環の確保 新しい水資源総合管理計画(2002) の策定  策定済 (熊本水プラン２１） 
地下水の質・量の保全策の強化 総合的な保全策の強化 
地下水保全条例(1990) に基づく工場・事業場の 
監視・指導の徹底 地下水質保全対策事業  
地下水保全条例に基づく地下水の監視の徹底 地下水保全対策事業 















５．３   熊本市の地下水保全施策 








条例は 7 章 34 条からなり、第 1 章総則に続き、第 2 章地下水の水質の保全、第 3 章地下水のかん養、
第 4 章節水、第 5 章地下水の管理、第 6 章雑則、第 7 章罰則となっている。第一に注目すべき点は、











かなり踏み込んだ表現であるといえる。逆に現状の深刻さ（2005 年調査で 57 本の調査井戸のすべて












5.3.2  地下水量保全プラン 
















  第４章の１ ｢水のムダを省く｣ 施策の展開：節水の具体策について述べている。 
  第４章の２ ｢水をつくり出す｣施策の展開：人工涵養、森林整備、市街地・農地の雨水浸透 





             表 5-4 熊本市が掲げた基本目標（熊本市，2004）  
目標 現在  
目標となる指標 値 年度 値 年度 
地下水涵養増加量（万m3/年） 3,000 H20 ― H14 
地下水採取量削減量（万m3/年） 400 H20 ― H14 
地下水採取量（億m3/年） 1.13 H20 1.17 H14 
生活用水使用量（ℓ/日/人） 230 H20 254 H14 
 
表 5-5 熊本市の地下水保全プランの見直し（熊本市，2004） 





















5.3.3  白川中流域の地下水の人工涵養 
このなかで、人工涵養事業は 2004 年度から開始された。その概要は熊本地域の上流に位置する白川
中流の水田（大津町と菊陽町にまたがって 1990 年現在で約 1500ha ある）の休耕田（240ha）を１～
２ヶ月（最大 3 ヶ月）借り受け、白川からの灌漑用水（1990 年現在で合計約 43m³/秒）を張って地下
浸透を図るものである（図 5-4）。この付近は河岸段丘をなし、「ザル田」と言われるほど地下浸透率の




合意が成立した（熊本日々新聞、2004 年 1 月 29 日）。協定は 2004 年 4 月から 10 年間だが、両者協
議のうえ延長できる。1 ヘクタール当り約 10.5 万円/月の助成金を、市の一般財源である水環境の保全
事業予算を一旦水道局予算に移して支払う形になっている。1 ヶ月延びる毎に 5.5 万円/へクタールが加



















当地の地下水位は 5 月に最も低く、10 月に高い季節変化をするから、水文状況とも整合性が良い。 
その涵養量の 2004 年の目標は年間 726 万 m³で、今後面積を漸次増やし、最終的には 3000 万 m³
にする目標である。この数字は地下水盆全体利用量の 60%を熊本市が利用しているため、全体の計画
涵養量 5000 万 m³の同じ割合を負担するという考え方からきている。この数字は目標としている地下





5.3.4  流域の土地利用変化に伴う涵養量と白川の流量の変化 
次に実際に以上に述べた涵養域の減少や涵養量の減少がどのように進行しているのかをみてゆこう。 
図 5-5 は熊本県による涵養面積の減少に伴う、地下水涵養量の予測である。まず 1997 年の涵養域は
1965 年の 948 km²に比べて 132 km²減少し、その割合は 14 %であった。この割合で減少が続くとす
れば、2010 年の地下水の涵養量は 6.5 億 m³まで減少する予想された。目標とする 1984 年の 7.2 億
m³から、7000 万 m³（9.7％）の減少である。 
いっぽう、降水量の変化はどうであろうか。1997 年から 2007 年にかけて年間 1800mm 前後で大き
図 5-4 熊本地域・菊池川流域の地質図（田中・平山，1988 に加筆） 
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な変化は無い。また、1955 年から 1998 年まで 44 年間の降水量（図 5-6）を比較すると、前半 1955
年～1976 年までの平均降水量は 1942mm、後半の 1977 年～1998 年は 2100mm で、7.5%の増で大き
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 図 5-6 熊本市の 1955 年から 1998 年までの年間降水量（熊本測候所、測定年は図 5-7 と同じ） 
 
しかし、白川の 1977 年から 1998 年までの日流量は、豊水量、平水量、低水量、渇水量のいずれに
おいても 1955 年から 1976 年の流量に比べて増加し、年間総流量においても約 16％増加している。反
対に菊池川では総流量のみが増えて、他はいずれも減少しており非常に明瞭な違いを示している（図
5-7）¹⁹⁾。降水量や流域の地質がほぼ同じ条件であるにもかかわらず、この差は何に由来するのであ
ろうか。水収支の基本式は  P-R-E-I=⊿S すなわち R=P-E-I-⊿S・・・・・（1） で示される。 
図 5-5 1997 年の涵養域は 1965 年の 948 km²に比べ 132 km²減少しその割合は 14 %になる（熊本市,2004） 
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ここで、P：降水量、R：河川流失量、E：蒸発散量 I：地下水涵養量、⊿S: 地下水の貯留量の変化 
である。（1）式において、P、E、⊿S が変わらないとすれば、I が減少すれば R は増加する。 
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図 5-7  熊本県の白川（代継橋）と菊池川（玉名）の平均流量、 1955-1976(白色) and 1977-1998(赤色) 
      1：豊水量(日流量が 25%の超過確率)， 2：平水量(日流量が 50% の超過確率),  















熊本市は 2005 年現在 1日平均 230,223ｍ³の地下水を 653,811 人に給水している²³⁾。すでに指摘し
たように熊本市は地下水保全の一つの柱として節水策をあげ、一人一日当りの水道消費量を 254ℓ（基
準年は 2002 年）から 9.5％下げ（実際には 10％節水キャンペーンとして毎年 7月に実施）、2008 年に
九州の平均なみの 230ℓに削減することを目標としている（表 5-4、表 5-5）。この目標は福岡市に比べ
一人当りの生活用水の給水量が 20％（2002 年）も多いこと、有効率は 6.4 ポイント（同年）²³⁾,²⁴⁾





都市 項目 単位 2005 2004 2003 2002 2001 
生活用水 ℓ/人・日 244 245 246 254 257 
有効率 % 92.5 92.6 92.3 92.6 91.5 
給水原価 円/m3  148 149 149 149 157 
熊本市
 
供給単価 円/m3  170 170 170 171 171 
生活用水 ℓ/人・日 204 204 202 203 205 
有効率 % 96.2 96.9 96.9 97.9 97.3  
給水原価 円/m3  222 224 226 230 226 
福岡市
 
供給単価 円/m3  231 233 235 237 239 
 








った（朝日新聞、2003 年 5 月 29 日）。これは市民の地下水保全に対する意識の高さ（Willingness to pay）
を示すもので、政策を推進するための大きな力となる。今年（2008 年）を目標年とした 5 年計画の
施策の結果がどうでるか興味深い。節水キャンペーンは 2002 年を基準とした年間平均値比で 2005
表 5-6  熊本市と福岡市の水道に関する基本数量（福岡市，2007・熊本市，2007） 
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結果普通 4 人家族の月使用量である 25m³の使用量になると、熊本市は 3180 円で福岡市の 3785 円に
比べ、16％も安く明瞭な差がでてくる。これが全ての理由と言う訳ではないだろうが、熊本市の一人
当りの生活用水の給水量は福岡市に比べ 16％も多い（2005 年）。 
5.3.6  ローカルガバナンス 
2008 年 7 月に全面改正された熊本市の地下水保全条例のもう一つの大きな特徴は、国や県はもち
ろんのこと、市民と近隣市町村および事業者・農業関係団体との連携・協力を強く打ち出しているこ











熊本市は 2004 年から始めた「地下水量保全プラン」の最終年に当たる 2008 年に、2013 年を目標と
した今後 5 年間のプランの策定に着手した²⁷⁾。表 5-4 の項目で 2007 年までの達成率を見ると、地下

















に基づく事業として大いに評価できる。熊本市は 2008 年末から１次計画の評価に入った。現在 2013
年を目標とした 2 次 5 年計画の立案に入り、市民に意見を求めた。近く新しい地下水量保全プランが
発表される予定である。 
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６．２   タイ・チャオプラヤ氾濫原沖積平野の地下水問題 
6.2.1   地域の概要 
チャオプラヤ平野はタイを北から南に貫流する大河チャオプラヤ川の下流に広がる平野である（図
6-1）。同川は 15.8 万 km²の流域面積をもち、国土の約 30％を占める。チャイナット付近を上流端と
 55
する平野は約 2 万㎞²の広さがあり、関東平野の約 4 倍に相当する。バンコックの年間降水量は











































を挟む。基盤岩の表面（不整合面）は北から南に緩く傾斜し、その勾配はほぼ 300 分の 1（3.3/1000）
で、現地形面の約 1/13,000 に比べ 30 倍ほどで比較的傾斜がある。関東平野の基盤岩の勾配に比べる
と 10 分の 1 と緩い。 
堆積層の地質時代は第三紀の漸新世（3500 万～2300 万年前）から完新世におよぶ。帯水層構造は
挟在する難透水性の粘性土によって 8 層に分けられる。このうち地下水の取水対象となる帯水層は、
鮮新世から完新世の地層で、深さ 300m までの 3 層（上位からⅡ、Ⅲ、Ⅳ層と呼ばれる）が有力な帯
水層である²⁾。第四紀最新期の海進（日本の縄文海進に相当）に伴って堆積した最上位のデルタ性の




6.2.3   地下水利用 
a. 水資源の利用と配分 
チャオプラヤ平野で使用される水資源はかなり細かく管理されている³⁾。平野北端のチャイナット




容量 135 億ｍ³とシリキットダム：貯水容量 105 億ｍ³）があり、河川流量が管理されて放流されてい
る⁵⁾。ダムは EGAT（タイ電力公社）が管理運営しているが、RID(王室灌漑局)、天然資源環境省も協
議に加わり、強い発言力をもっている。 











まず、バンコック首都圏を含む南部 7 県（広さ 10,315km²、ナコンパトゥム、サムットサコン、バ
ンコック、サムットプラカン、パトゥムタニ、ノンタブリ、アユタヤ）は、約 1070 万人（全国の約
17％）が住み、人口密度は 1037 人/㎞²で、首都圏に人口が集中しているのがわかる（図 6-2）。7 県
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この南部 7 県の地下水使用量は、1994 年の渇水年から 2000 年までは 240～250 万 m³/日の前後で
推移していた。その後 1997 年の 250 万 m³/日をピークに、2001 年以降急激に使用量は減少し 2003
年は 175 万 m³/日であった。この減少傾向は地域内の 7 県で率は異なるものの共通して認められる（表
6-1,図 6-3）。近年の減少は、後述する 2000 年に実施された地下水料金の値上げの影響と、1997 年に
起こった東アジアの通貨危機の不況が残ったと考えられている⁸⁾。2003 年における地下水使用量の内
訳は、総計 175 万 m³/日のうち、工業用水が 88 万 m³/日であり、生活用水は 74 万 m³/日、残り 13




ことは、南部地域の地下水取水量が、MWA と PWA の上水道供給量の合計の伸びと逆比例して減少
していることである。地下水量の対上水道供給量比は 2002 年の 35％から 2003 年には 28％に減少し
た。タイ政府がいかに地下水から表流水へ代替を急いでいるかがよく分かる（図 6-3 の右図）。 
 
表 6-1  チャオプラヤ平野の地下水利用 



































































ーする MWA は 476 万 m³/日（2007 年）と、PWA（地方水道公社）は 305 万 m³/日（2007 年）⁹⁾、
合計 781 万 m³/日の水道水（生活用水と工業用水）を生産している。この中に上記の地下水（工場で





いっぽう、平野北部の 5 県（13,195 ㎞²、チャイナット、ロプブリ、シンブリ、アントン、サラブ
リの 5 県だが、ロプブリの約 6 割とサラブリの約 4 割は山地である）では地下水は圧倒的に農業用水
として利用されている⁷⁾。農業用水量は 1989 年～1998 年の 10 年間で 62～166 万 m³/日と変動した




年）からしばらくはまさにそういう経済状況であろう。北部 5 県の総量でほぼ 165～220 万 m³/日の
地下水が揚水されていると推定されているから、農業用水との差である 45～100 万 m³/日ほどが都市
用水（生活用水＋工業用水）として使用されていると推測される。しかし 2001 年以降、二期作目の
稲作面積が 1999 年（40 万 ha）から 2003 年（72 万 ha）にかけて大幅に増えているにもかかわらず、
地下水利用量の統計では 50 万 m³/日に急減しており、その理由は良くわからない。同じ期間の一期
作目の稲作面積は 130 万 ha で変わらない。北部の地下水利用は、ここでは一応 2000 年までの平均
的な数字をもとに述べる（表 6-1）。  
以上をまとめると、チャオプラヤ平野全体での地下水使用量は北部と南部平野の合計で、2003 年時
点でおおよそ 345～395 万 m³/日と推定される。全国の地下水利用量の 75%以上に相当する。2001
年以降南部、北部ともに地下水利用は減少傾向にある。 
6.2.4   地下水障害 
a． 地盤沈下 
チャオプラヤ平野における地盤沈下は 1968 年に Cox により初めて報告された¹⁰⁾。引き続いて 1978
年半ばから 1982 年にかけて、RID（王室灌漑局）が水準点の水準測量を半年毎に行ない、AIT（アジ
ア工科大学）の 31 箇所の観測点も加えて、はじめてバンコック地域の地盤沈下の様子が明らかになっ
た。その結果は 1978年から 1982年間に累積量で最大 54cmの沈下が、1940年から 1980年では、1.14m




位の回復と地盤沈下の緩和に実効をあげなかったため、2度（1992 年、2003 年）改定された¹²⁾。 
1983 年ようやく、地下水料金を導入する予告が出され、井戸掘削許可にもより厳しい規制措置がと
られた。1985 年に地下水料金の徴収が始まり、揚水規制地域を指定した。厳しい地区から ZoneⅠ、Ⅱ、
























































PD （Ⅱ）Aquifer 100-150m zone
NL （Ⅲ）Aquifer 150-200m zone 


























































図 6-4 バンコックの地盤沈下，地下水位変化（帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ），地盤沈下，重要なイベント 








地下水料金は 1985 年の 1 バーツ/ｍ³（3.5 円/m³）から 1994 年に 3.5 倍（約 12 円/m³）に値上げさ
れたが、揚水量の減少と地下水位の上昇という改善効果は直後の 1～2 年はあったものの、長くは続か
なかった（図 6-4，図 6-7）。次に現れる揚水量の減少と地下水位の回復は 1997 年から始まり加速する。
これは東アジアを襲った通貨不足に伴う経済不況の影響と二重苦になったとの見方が有力である。加
えて 2000 年にさらに地下水料金は 8.5 バーツに値上げされ、2004 年には地下水保全協力金も導入さ
れ、減少は加速した（図 6-7 右）。協力金は最初Ⅰバーツ/m³であったが、2006 年にかけて 8.5 バーツ
/m³まで 8 回も値上げされ、南部 7 県に課せられた。したがって、地下水取水者にとって、地下水料金
＋地下水保全協力金＝8.5＊2＝17 バーツ（約 60 円/m³）はかなり大きな負担となった¹⁴⁾。その結果
抑制効果も顕著に現れ、地下水取水量は減少した。ちなみに、日本の工業用水の全国平均料金は 23 円
/m³（2005 年）であるから、物価を考慮すればかなり高い。 
南部 7 県は、経済発展が著しく、国の GDP の約 50%を占めている¹⁵⁾。水需要が多いのは繊維業や
化学製品、食品業、機械などで、とくに水質の良い地下水に対する需要は根強く、将来も現状維持か
ら微増の傾向にあると予想される（表 6-3）。南部 7 県の地下水の 50％は地下水であるから、工場の
分布は地下水の取水量と相関すると予想される。図 6-5 の右図（1996～2003 年）地盤沈下と図 6-6
















ステムになっている。MWA では 476 万 m³/日の生産水量（2007 年）のうち 30％（実に 143 万 m³/
日）が失われて、その有収率は 70％前後を推移している（図 6-8）¹⁶⁾。この漏水などの無駄は早急
図 6-6 チャオプラヤ南部 7 県の工場の分布 
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に改善される必要がある。南部の他県に給水する PWA の生産高は 305 万 m³/日（2007 年）で漏水率
は約 27％に達し、同じように有収率は悪い。MWA と PWA（ほぼ南部 7 県）の合計は 781 万 m3/日
である（2007 年）。 
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Source: Metropolitan Waterworks Authority











1990 年代盛んに下位の帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ（深度 300m まで）から揚水し、塩水浸入が発生した³⁾,⁴⁾。
図 6-7 チャオプラヤ平野南部の地下水取水量・地盤沈下・地下水料（左図），工業用水の累積減少量(1996－2003)（右図）


















響と思われ、その分布の北限は、標高 5m のパトゥムタニの北付近である（図 6-10）。 
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タイでは地下水の水質に関して日本と同じく、VOCs と重金属に関する 25 項目の基準が定めてあ
る。このほかに殺虫剤 9 項目、その他 PCB 類 4 項目がある。水道水には別の基準がある。現在のと
ころ、チャオプラヤ平野で塩水のほかに地下水汚染の報告はない。 

































６．３   地下水保全施策 












その結果、1983 年から 1987 年にかけてバンコック首都圏と周辺では、公共水道用の地下水取水量
は減少して地下水位が回復し、徐々に地盤沈下も緩やかになっていった。 
その後 、タイの工鉱業生産額は 1990 年から 2000 年にかけて対 GDP 比 27％から 35％に急速な伸
びを示した¹⁸⁾。しかし、表流水の配水網整備が市街地や産業の拡大に伴う水需要の増加に追いつかな
かったため、地下水使用量は、バンコック、ナコンパトゥム、サムットプカランを除き、外側の 4 県
で再び増加し、削減は十分に目的を達成できなかった。DMR は 1994 年に地下水料金を 1 バーツ/m³
から 3.5 バーツ（12 円）/m³に値上げしたが、表流水の水道料金に比べはるかに安かったため実効が
上がらなかった。料金は 2000 年から 10 回以上段階的に 8.5 バーツ（30 円）/m³まで値上げされた。 
図 6-10 バンコック粘土等層厚線図(m)と海底地形（JICA,1995 と英国海図に加筆） 
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一方で水道料金は m³当たり 21 バーツ（74 円）から 15 バーツ（53 円）に値下げされた。そのため、
地下水料金の値上げは水道料金の 15 バーツ/m³が限度だと考えられている⁸⁾。地下水法には地下水料
金は水道公社の水道料金の最高料金を超えてはならないという規定がある（第 6 条）。これは、税金






















原因となる。地域は地下水委員会で審議され大臣が決定する。表 6-2 はその指定基準を、図 6-11 は
指定地域（1983 年と 1995 年）を示したもので、その指定基準と地域は地下水位の変化を見ながら改
定されている。当初の 1983 年の指定では、地下水位の降下も地盤沈下も一番激しい時期で、幅が広
い基準値で規制された。一番規制が厳しい地域（Ⅰ）はバンコック首都圏を中心にチャオプラヤ川を
挟んで幅約 50 ㎞で南北方向に海岸まで広がった。図 6-10 をみると、バンコック粘土層の厚い地域に
近い。 
 
指定地 1983 年 1995 年 












































































特別 2 法で対処できない地域については地盤沈下防止対策要綱（1991 年）をまず、関東各県に通達
した²¹⁾。これによって設立した関係自治体の規制協議会が周辺や広域の地下水規制に当った。タイ政
府は、現在地下水位の回復に伴い、指定地域の基準を再度改定する検討をしている。 










図 6-11 チャオプラヤ南部 7 県の地下水規制指定区域（地域Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、左 1983 年、右 1995 年） 

















全体の 55%を占める（DIW,2005）²²⁾（表 6-3）。ここに回収水へ転換する根本的な難しさがある。 
 
 








Textiles 6.3 72,708 455,690 166 14% 
Chemicals and 
chemical products 5.9 41,373 242,664 89 84% 
Food products and 
beverages 1.1 169,605 191,673 70 40% 
Machinery 1.8 72,881 128,904 47 45% 
Other service 
activities 14.4 14,743 211,996 77 ― 
















表 6-3 タイの工業生産高と水需要（上位 5 種）および同業種の日本での回収水利用率（2005） 
 67
まｎ







地表面下の被圧水頭（ ｍ ）工場進出・ 深井戸増加地下水位にの低下各地に発生東海大学
h が調査開始
地盤沈下発生の可能性を指摘揚水量は限界であることを指摘水収支試験塩水化確認・ 抜け上がり発見水収支シュ ミレ ーショ ン平塚市の地下水事情を公表揚水量
68年以前の状態に提案































６．４   地下水保全と総合治水対策 
































このプランの最大の特徴は、小規模な堤防の建設や排水機の設置、地下トンネル貯留（2008 年 9 月





る。図 6-13 の左図と図 6-14 の円は都心から約 30 ㎞圏を示している。 


























Recommendation for control of land use
in Bangkok Metropolis





















たりで、その南の堤防のすぐ外（北）側にあるパトゥムタニ（標高 5m）では厚さ 10m～12m である
（図 6-10）。その点は、過去の実績を見ると心配はない。1993 年下位の帯水層Ⅱ、Ⅲ、Ⅳの水位が地
表面下 45m まで低下したときでも、塩素濃度は 1000mg/ℓ以下であった（図 6-9）。粘土層の厚い一部
で 3000mg/ℓの記録が残るのみである。現在地下水位は約 30m まで回復している⁸⁾。 
さらに、上流域に目を向けると、スチャリットらの実測によれば、アユタヤより約 40 ㎞上流西岸
のチャナスール灌漑事業地域では、雨期に雨量の 2～10%が有効雨量として地下浸透（地下水涵養）
する⁴⁾。雨期（6～11 月）に当地の年間 1000ｍｍの 80％の雨が降るから、16～80mm となる。その
面積を 100 万 ha とすれば、160～800 百万 m³/6 ヶ月（88～444 万 m³/日）の地下水涵養がある。乾期












































































































タイ全国で 460 万 ha の灌漑耕地のうち、46%の 210 万 ha がチャオプラヤ川沿いの中央平野に集中し
ている（1996 年）。アユタヤ以北で 110 万 ha である。代表的なものは、西岸のチャナスール（75 万
ha）と、東岸のラーマⅥ世頭首工（配水量最大 1800m³/秒）により灌漑されている水田地帯（配水量
から推察すれば、少なくとも 100 万 ha になり、チャオプラヤ平野の約半分をカバーする）である。











































（図 6-13,図 6-14,図 6-15）。 
従来、バンコックの地下水問題は、南部 7 県（Lower Chao Phraya Plain）の範囲で議論されてきた。
そこは海岸からわずか 90 ㎞の地域である。チャオプラヤ平野とその地下に広がる地下水盆は、はる
か北 200km のチャイナットまでひと続きで、表流水も地下水も上流と下流の関係でつながって流れ
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以上の説明を概念図として表現したのが図 6-16 である。 
6.4.6   関東平野の総合治水対策との比較 
すでに述べたように、関東平野の東京東部低地で地盤沈下がようやく沈静化した 1970 年代初め、関
東平野は既に都市化がかなり進んでいた³⁰⁾。図 6-13 の中央に示した地図のなかで、黒い部分が 1973










年に制定された環境基本法（第 21 条）であり、環境基本計画（2000 年版第 4節）である³⁴⁾。 









下流がフェーズ 1計画と呼ばれている。図 6-13 と図 6-14 でチャオプラヤ川とキングダイクに挟まれ
た範囲は、図 6-19 の右側の左下に示した四角形に相当する。全体の範囲は約 5200 ㎞²におよび関東
平野と変わらない。緊急地域はほぼその 1/8 の広さである。それでも標高は河口から直線距離で 100km
に位置するアユタヤでわずか 6m の低平地である。 









ンコック粘土（最大層厚 26m で化石塩水を含む）は、アユタヤ付近まで分布する。パトゥムタニで 10
～12m の厚さしかない。幸いなことに、過去下位の帯水層の地下水位が低下した 1993 年当時、その地
下水の塩素イオン濃度は 1000mg/ℓ以下であった（図 6-9）。よって上流域の水田から垂直浸透した地
下水が、塩分を拡散させる恐れは少ない。 
緊急計画地には長大な灌漑水路が何条も走り、約 30 万 ha のおよぶ水田が広がって、水田は巨大な
図 6-18 東京都市圏の急激な都市化（緑地面積 90-100%（白）・0-20%（黒））（佐々木,1977,1981）
図 6-17 関東大震災後に提案された東京環状緑地帯計画図（都心から約 10 ㎞～15 ㎞に防火緑地帯がある） 
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タチン川に挟まれる西バンコック首都圏（約 710km²）は、既に 14 ブロックに分割して堤防で囲まれ
た「輪中群化」しており洪水対策は先行している。東岸の郊外に比べ宅地や果樹園の開発利用が進ん
でいたためである（図 6-20）⁸⁾。 
図 6-19 のさらに上流のチャオプラヤ平野全域の土地利用を示したのが、図 6-20 である。バンコッ





























































































６．５   タイの水行政改革 
  6.5.1   水行政の一元化 
タイでは 2002 年 10 月水管理行政にとって特筆すべき組織改革を行なった。そのうちの一つに、天
然資源環境省（MONRE）の設置がある³⁸⁾。地下水管理は従来の産業省鉱山局から MONRE の地下水




6.5.2   タイの水資源計画と環境保全関係の法律 
時代はやや前後するが、ここでタイの国家社会・経済開発計画について述べておこう⁵⁾。1961 年の












1960 年代から現在までの、タイの水資源や自然・環境保全関係の法律を表 6-4 にまとめた⁸⁾。 
表 6-4 タイの水資源や自然保全関係等の法律（抜粋）（Scharit,2008 による） 
1961 National Park  
1962 Ditch and Canal to control irrigation ditch and canal 
1964 National Park  
1967 Municipal Water Works  
1967 Minerals  
1968 Electrical Generating Authority also control water power dam 
1974 Agricultural Land Readjustment  
1975 Land and City Planning  
1977 Groundwater  
1979 Civil Disaster Prevention  
1979 Ship Crushing Prevention  
1979 Industrial Estate Authority  
1979 Provincial Water Authority  
1979 Building Control  
1983 Supply Water Canal Control  
1992 Energy Conservation Promotion  
1992 Sanitary Control  
1992 Cleaniness and Harmless Control to control general good conditions to people normal life 
1992 Industry to permit factory and control pollution control in the factory 
1992 Hazadous Substances to identify, handle, dispose 
1992 National Environment Conservationand Promotion to control environment quality and standards 
1992 Wildlife Conservation  
1997/2007 Thai Constitution to identify personal right 
 









ま と め 
タイのチャオプラヤ平野での地下水開発は東南アジアで一番先行し 1955 年頃から始まった。その































2) Sinsakul,S.(1992)Ebidence of Quaternary sea level changes in the coastal of Thailand. J. Southeast Asian Science,7,22-37. 
3) Das Gupta,A. and M.S.Babel(2003)Environmental Consequences of Upland Groundwater Development. Proceedings of the 
First International Symposium on Southeast Asian Water Environment,450-457. 
4) Sucharit,K.(2005) Presentation on the Workshop on Water Resources management in the Alluvial Flood Plain in 
Asia-Groundwater and Water Demand Forecasting Problems in South-East Asia 
5) 手計太一(2008) タイ王国の水資源開発.東京，現代図書，224pp. 
6) Sucharit,K.and S.Pongsak (in press)Water Demand management in the Lower Chao Phraya River basin. 
7) Sucharit,K. et al.(2005)Groundwater Data Monitoring in the North Of Lower Central Plain and The Development of 
Groundwater Data Linkage System. Chapter 1-22. 
8) Sucharit,K(2004)Personal communication. 
9) ㈱アジア産業研究所(2006)タイ経済・産業データハンドブック．第 4 部水道，501-502. & http//english.mwa.co.th/ 
   cons_stat_e.html 
10)Cox,J.B.(1968)A Review of Engineering Properties of the Recent Marine Clays in Southeast Asia.Research Report 
No.6,Institute of Technology, Bangkok,Tailand. 
11) Industrial Water Plans Development Working Group(2004) 
 79
12) Thai Government(1977)Groundwater Act,B.E.2520.(revised in 1992,2003) 
13) Das Gupta,A.(2003)Groundwater Use and Consequences of Overexploitation.3rd World Water Forum, Kyoto. 
14) Mana,K.(2005)Sustainable Groundwater Resources Management for the Bangkok Aquifer System. Master Thesis,AIT,142pp.. 
15) Ohgaki,S..et al.(2006)Sustainable Groundwater Ｍanagement in Asian Cities.IGES, (CD-R 版),97pp. 
16) The Metropolitan Waterworks Authority (2008)http//english.mwa.co.th/cons_stat_e.html 
17) JICA(1995) The Study on Management of Groundwater and Land Subsidence in the Bangkok Metropolitan Area and Vicinity, 
Summary Report, 32pp. 
18) Doryane Kermel-Torres et al.(2004)Atlas of Thailand.91-92.&110-111. 
19) 水野和成（1990）地下水利用協力金制度について.地下水技術，32，2，17-26. 
20) 水収支研究グループ（1993）地下水資源・環境論．東京，共立出版，350pp． 
21) 国土交通省(2006) 日本の水資源．平成 18 年度版，260pp. 
22) Department of Industrial Works(2005) 
23) Shibasaki,T. et al.(1995）Environmental management of Groundwater Basins. Chapter 6 Evaluation and Management of 
Groundwater Resouces.Tokai University Press,157-185. 
24) Sanford,W.E.and S.Buapeng(1996)Assessment of a groundwater flow model of the Bangkok basin,Thailand,using 
carbon-14-based ages and paleohydrology.Hydrogeol.J,4,26-40.  
25) 大矢雅彦 (1993)「河川地理学」．第 17 章タイ中央平原とチャオプラヤ川, 東京，古今書院，195-206. 
26) Royal Irrigation Department（2006）Presentation on 3rd Asia Pacific Association of Hydrology and Water Resources 
Conference.Special Session. 
27）Kasemsan,S.(2006) Flood Damage Mitigation Policy: Is it science? How to make it convincing to decision makers? 
Proceedings of 3rd Asia Pacific Association of Hydrology and Water Resources Conference ,Special Session,Bangkok 
28）Gale,I.ed.(2000) Strategies for Managed Aquifer Recharge (MAR) in semi-arid areas,Paris,IHP,UNESCO,30pp.  
29) アメリ土木学会著・肥田登 他訳（2005）地下水人工涵養の標準ガイドライン．東京，築地書館，193pp. 
30）Matsushita,J. (2007）Evaluation of Workability of Japanese Basin management Systems-From the Viewpoint of Appropriate 
Water –related Infrastructure Building under Rapid Urbanization-.四万十・流域圏学会誌，6，2，35-46. 
31) 文部科学省科学技術・学術審議会（2007）WATER 資源調査会分科会報告書（概要版）22pp.  
32) 佐々木博（1977）首都 50 ㎞圏の緑地面積の変動．筑波大学人文地理学研究，1，101-119. 
33）佐々木博（1981）東京西郊における景観と機能の変化．筑波大学人文地理学研究，5，199-209. 
34）環境省（1993）環境基本法.―(1994、2000)環境基本計画.244pp. 
35) Pomsak,S.(2006)Flood Mitigation Measures proposed by JICA.タイ国チャオプラヤ川・中国長江における流域管理政策.
シンポジウム報告書．72pp. 
36) 宮本憲一（1989）環境経済学. 東京，岩波書店, 358pp. 
37）松下和夫（2002）環境ガバナンス. 東京，岩波書店，201pp. 































































７．１   バックボ（紅河）平野 















て利用されている池もある。ハノイ市は河口から 110km 上流に位置し、標高は 10～12m ほどで非常に
緩やかに東南に傾斜し、平野の最上流から海岸までの地形の平均傾斜は 1/10,000 で関東平野の 1/10
である。ハノイの年間降水量は 1700mm で、11 月～4月の乾期と、5月～10 月の雨期に分かれ、降水量
の 80%が雨期に集中する。したがって乾燥した冬と湿潤な夏となり、蒸発散量は 900mm を超え、地下
水位は冬に下がる。 





























































図 7-1 バックボ平野（紅河平野）の位置図（A-A’ の地形断面は図 7-2） 




点で地表面下 70m 以上である（図 7-4）⁴⁾。この旧河谷地形はその河成堆積物（一般に透水性の良い
砂や砂礫層から構成される良好な帯水層となる）の被圧地下水位から推定したものである⁶⁾。現在の
海岸線下では、100m たらずの深さと推測される。この谷の痕跡はトンキン湾の海底マイナス 100m
付近まで追跡できる（図 7-4 の左）。 


















Geological age Formation Aquifer Ｄｅｓｉｇｎａｔｉｏｎ Facies Ｔhickness (m) 
Thai Binh lenticular Aquifer Q2tb 
silty clay, clay,sand 
(deltaic sediments)   5～30 
Hai Hung First Aquifer (Ⅰ) Q2hh  
sand, silty sand  





ee   
  
Vinh Phuc 
Aquitard &  
Interbedded  
Aquifer 
Uppermost & lower: 
impermeable 
Middle: permeable  
(Qm) 
clay interbedded with 

















   Le Chi 
Second Aquifer 
（Ⅱ） Q1 2‐3ｈｎ  






Tertiary Pliocene Vinh Bao Third Aquifer （Ⅲ） 
Neogene aquifer 
(N2vb) 
sandstone with pebbles 
siltstone and  shale 35～85 
Mesozoic Triassic Dong Giao basement aquiclude T2a dg 
massive and thick 




をなし、更新世のハノイ層（第Ⅱ帯水層）に相当する(表 7-1) ³⁾。 
図 7-3 ベトナム主要都市と地域の人口の推移 







































Mangrove flat & sea










7.1.3   地下水の利用 




水道公社（約 52 万 m³/日）とほか一公社（約 12 万 m³/日）が運営し、８つの主要な井戸群区がある。 
②私用井戸群: 企業や工場向けの工業用水（約 10 万 m³/日？）として各企業が運営している。井戸
の掘削や取水量は政府へ届け出制になっている。③ユニセフ井戸:主に郊外の農村地域で掘削された生
図 7-4 バックボ平野の水理地質図とトンキン湾の海底地形（マイナス 100m 付近まで海底に谷地形が明瞭に残る） 



















in Gulf of Tonkin
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活用水の井戸で、75,000 本以上あるという報告がある。深さ 20-40m の小口径の井戸で平均 1-1.5m³/
日の取水量である。鉄分の除去が十分でないため水質は良くない。地方組織とパイプ所有者で管理し
ている。このように②と③について地下水利用量は正確に把握されていないが、全体で約 87.2 万 m³
の地下水が取水されていると考えられる（Dinh,T.H.私信）。このうち公共水道用が約 75％を占める。
ハノイ首都圏での地下水の開発水量と将来の見通しは図 7-5 に示すとおりである。 
 
表 7-2  バックボ平野の水需要の予測 
  2000年（＊千m³/日） 2010年（＊千m³/日） 
都市地域 農村地域 合計 都市地域 農村地域 合計 











1954 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020
 




の将来計画を立案した¹⁰⁾。この結果、2020 年予測で 107 万 m³/日が取水可能となるが、図 7-5 に示し









（既設）から市内へ導水する工事を実施中で、2007 年末に計画の半分（約 30 万 m³/日）が概成した。 





地盤沈下はハノイ市の南部の井戸群を中心に発生している（図 7-6）¹²⁾。1991～2001 年の 10 年間

































図 7-6 ハノイ市と南郊外でのピート層の等層厚線図 (左図)と地盤沈下量(右図)  
Limit of salt water intrusion of 2001 year


















図 7-7 バックボ平野の塩水浸入（1996 年と 2001 年） 
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c. ヒ素汚染 











の経験から 10 年以上経たないと症状が顕在化しないため、今後注意が必要である。 
Arsenic concentration















































7.1.5  水道料金と地下水料金 
ハノイ水道公社は利用者から水道料金を徴収している¹¹⁾。それは、家庭用で 16m³まで 2800 ドン（21
円）/m³、16～20m³は 3500 ドン（26 円）/m³、20～30m³は 4500 ドン（34 円）/m³、30m³以上は 7000
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ミン平野はベトナム第一の人口 612 万人（2004 年）を有するホーチミン市をかかえ、全国人口 7632














８．１  ナムボ平野の地形と概要 
8.1.1  メコンデルタ 
ナムボ平野は国際河川である大河メコン川の下流端に広がる沖積平野である。その大部分を占める




270km の広さがあり、面積は約 62,520 ㎞²で、うち、約 63％の 39,565 ㎞²がベトナム領である。ベ

















の地域が 1m 以上冠水するような洪水が発生する。 
ちなみに雨季の平均流量は 25,000m³/秒（最大 40,000m³/秒）で、乾季に平均 6,000m³/秒になる。
乾季の終盤の 4 月～5 月には 2000m³/秒（最小 1800m³/秒）間で減少し、塩水はティエン川とハウ川


















メコンデルタは行政的に 12 県からなり、人口は約 1810 万人で、農業（米、野菜、水産養殖、畜産）
が主な産業である。メコンデルタの年降水量は地域によって異なり、大きな傾向として、西から東に
向かって少なくなる。西部で 2400mm、中央部で 1400mm、東部で 1200mm である。季節は 5 月～11 月の




























図 8-1 ナムボ平野の位置図（メコンデルタ（西）とホーチミン平野（東）） 
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流域に広がる。その面積はサイゴン川の上流側に隣接し、北縁でカンボジアと国境をなすタイニン県
を含めると 6120 ㎞²であり、ホーチミン県のみでは 2090 ㎞²である。東の分水界は中・古生代の堆積









ダム（貯水量 15.8 億 m³）が、ドンナイ川にはトリアンダム（同 27.5 億 m³）があり、発電と利水の
多目的ダムである。ホーチミン市の水源として重要な役割を担っている。 
ホーチミン県の人口は 612 万人（2004 年）で、農村からの流入も含め年 20 万人の増加がある（図
7-3，83 頁）。GDP は国家の約 20%を占め、貿易額は国の 40%に上る。工業生産高は国の 30%に達し、
ベトナム経済の中心都市である（のちの図 8-12，106 頁）。年間降水量は 1800mm で、12 月~4 月の





















② 帯水層を含む堆積層は 400～500m の厚さがあり、北から南に緩く傾斜し、一般に南で厚くなる。
基盤岩上面の平均傾斜は 3/1000 であり、関東平野の地下水盆の基盤岩に比べ 1/10 である。 
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県の Sa Bac の西(DT1)と、東部のベントレ（BenTre）県の Giong Trom(BT3)で見つかっている(図 8-3)。












その極大期の年代は 5300cal yr BP である。この海進に伴って上に述べた谷は埋没した。その層相は
各ボーリングで細かく解析されれ、BT3（深さ 71m）と DT1(同 53m）は、それぞれ深度 58m と 42m で更




表 8-1 メコンデルタの水理地質層序表（Hung,2003 等をもとに編集） 
地質時代 記号 
深度 
(m) 分布、水位、透水量係数 T（m²/日）等 水   質 
完新世
 

















































































































図 8-2 西部メコンデルタの水理地質断面図 
（図 8-3 の A-A’線） 
 BT3 の深度 40～50m には植物片や有機物を多く含む内湾性の細粒堆積物がある。デルタの南沖の海












































    
Sea level change and depositional environment indicated 































































Hydrogeological map of 
Pliocene Aquifer




























































② この基盤岩はホーチミン市の地下でほぼ 180m、さらに西の県境で 350ｍの深度で確認されている。
したがって上位に不整合に重なる地層は一般に東から西に傾斜した単斜構造で堆積しており、そ

























⑤ このなかで、有力な帯水層はホーチミン周辺では下位の鮮新世の 2 つの帯水層である。東北から
西南にかけ、層厚と透水量係数が大きくなる。北部ではサイゴン川の両岸に分布する更新世と完
新世の段丘を作る地層が帯水層となっている。 
⑥ その透水量係数の値は鮮新世帯水層で 500m²/日から 2000ｍ²/日の範囲にあり非常に有力な帯水




⑧ その結果、両層ともに地下水中の TDS 濃度が 1g/ ℓを示す前線が、下流からドンナイ川に沿って






図 8-5 ホーチミン首都圏の水理地質図（鮮新世帯水層） 










深の沖合では、谷地形は不明瞭になり 36m～54m まで平坦な海底面が広がり、深さ 100m の沖合いまで
平坦な大陸棚の海底面が続いている。 
表 8-2  ホーチミン平野の水理地質層序表（Hung,2003 等をもとに編集） 
地質時代 記号 深度(m) 分布、水位、透水量係数 T（m²/日）等 水   質 
完新世
 























































































８．３  地下水の利用 
8.3.1  メコンデルタ 
メコンデルタには 2000 年現在で 1810 万人の人が住んでいる。メコンデルタの河川水は汚水処理が
なされず、さらに懸濁物や水質の点から、公共飲用水としてほとんど使用されておらず、水源を 100%




表 8-3 メコンデルタとホーチミン平野の水需要 
 2000年（＊万 m³/日） 2010年（＊万m³/日） 
 都市地域 農村地域 合計 都市地域 農村地域 合計 
メコンデルタ 36.1 52.0  88.1 47.1 60.9 108.0 
ホーチミン平野 128.1 22.7 150.8 163.2 42.5 205.7 
 
メコンデルタの将来の水需要は、このほかにも人口増加と一人当たりの水消費量 50～60ℓ/日から推
定されている³⁾。これによれば 2000 年現在 1810 万人の人口が 2015 年には 2360 万人（増加率 2.3％）
と推定されることから、それぞれの年の水需要を、90.5 万 m³/日と 141.6 万 m³/日と予想した。これ
に対し、地下水開発可能量は淡水 100 万 m³/日、半かん水（1.5＜TDS＜3.0g/ℓ）が 60 万 m³/日と算











われる 10％台の県は、ハウ川とティエン川に挟まれた、デルタ最下流の 2 県である。比率が 22％の
ティエン川左岸に隣接する地域で、ともに深い帯水層から浅い帯水層まで海水浸入が発生して、塩水




帯水層は 89－158m の砂、砂礫層、②井戸掘削深度：164m、掘削口径：深度 0－70m は 800mm、深度
 100
70－96m は 550mm、深度 96－164m は 550mm、0－70m は掘削壁を遮水壁とする、掘削孔と挿入管の間
には径 2－3mm の砂利を充填する、③上記の仕様には、地表から上部更新世の深度(68m)近くまで遮














An Gian 2026 1133 0.56  6798 151 7.45 
Ca Mau &Bac Lieu 1368 6860 5.01  44140 969 70.83 
Ben Tre 1372 1354 0.99  3880 182 13.27 
Can Tho 1230 4160 3.38  21240 434 35.28 
Dong Thap 1537 879 0.57  3895 112 7.29 
Kien Gian 1082 6990 6.46  32425 854 78.93 
Long An 968 3882 4.01  23292 485 50.10 
Soc Trang 1134 3950 3.48  18540 394 34.74 
Tien Giang 1288 1859 1.44  12150 283 21.97 
Tra Vinh 890 2965 3.33  17930 367 41.24 
Vinh Long 901 915 1.02  3210 134 14.87 
合計  13,796 34947 2.53  187500 4365 31.64 
 
8.3.2 ホーチミン平野 
ホーチミン首都圏では水道公社が 80 万 m³/日の給水をしているが、その 90%はドンナイ川上流のト
リアン湖（本来は発電ダム）からの給水で、残り 10%が地下水である。工業用水はほぼ 100%地下水
に頼っている。これに個人用の井戸を加えるとかなり地下水が使用されている。南部水理地質局と滝
沢チームによる地下水収支の解析では当初約 53 万 m³/日であった¹⁶⁾。この中には上記の水道公社の
地下水も含まれるから、この 53 万 m³/日が 2004 年までの総取水量であろう。表 8-3 を参照すれば、
水需要の約 26～35%を地下水に依存していることになる。しかし最近状況は変化している。 
ホーチミンにおける今後の水資源の需要と人口の予測は、表 8-5 に示した²²⁾。この表から生活用水
が 1 日一人当たり 170ℓから 220ℓに増えること、河川水源の割合を 62%から 79%に大きくすること、工
業用水等の水需要も増えると予想している。この表からも地下水から河川水へ転換する方針が分かる。 









 2010 年 2020 年 
全水需要量（万 m³/日） 160 240 
生活用水（万 m³/日） 105 160 
他（工業用水など万 m³/日 55 80 
河川浄水能力（万 m³/日） 99.2（62%） 190（79%）






















































































ることから判断できる(図 8-9)。この地域には淡水域が広がっている（図 8-3）。 
④ 完新世の厚い地層（最大約 70m）はデルタ中央から東部にかけて、3 条の埋没谷地形を作って分
布する（図 8-3）。このうち淡水を含む帯水層はハウ川とティエン 川の上流両岸（アンギアン県
やドンタップ県）の川沿いに分布するだけで、あとの大部分は海進期の残留塩水や現在の海水浸
入のため、TDS 濃度が高く使用できない。完新世の帯水層中の TDS 濃度が高い原因として、現
在の川を遡上する海水によるとする説もある³⁾。乾季の塩水遡上は最大プノンペンまで認められ














図 8-7 鮮新世の帯水層と TDS 濃度が高い地域 
図 8-8 上部―中部更新世帯水層と TDS 濃度が高い地域  
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ベトナムのヒ素の飲用水質基準は 50μg/ℓから WHO 基準と同じ 10μg/ℓに引き下げられた²⁰⁾。 
Nguyen,V.L. et al.(2006)は、メコンデルタで個人所有の 260 個の飲用井戸を野外分析器と実験室で
調べた結果を報告した²⁶⁾。この報告によれば、地下水のヒ素汚染は地域と井戸の深度に深く関係し、
かなり顕著な特徴がある。以下は 2001 年から調査を始めた中間報告による（図 8-10）。 















図 8-9 上部～中部更新世被圧地下水位等高線図 （1996 年 10 月、雨季） 
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Nguyen,V.L. et al. (2006)
38 %80 %
図 8-10 メコンデルタの地下水のヒ素汚染濃度と井戸数（Nguyen,2006 から作成） 
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その後、下流周辺 のカントー,ヴィンロン,ティンギアンの各県の 15～60m の浅い井戸からも高い
濃度が検出された。2006 年までに、ヒ素中毒の症状を示す患者は報告されていないが、高濃度地域
では、今後住民の健康に不安材料をもたらしている。その後 2008 年に患者が報告された（後述）。 
以上述べたヒ素汚染分布の特徴は、汚染地下水が見出される深度と地層や、第四紀最終氷期に形
成された埋没谷の周辺に分布する点で、本章で述べた完新世の水理地質の分布と特徴に符合する（図



















































































を評価する。農村地域では生活距離から、最大半径 500m 以内に 1本の井戸と共同栓が欲しい。 
・人口が集中するある程度以上の都市では、深井戸を掘削し大規模に動力で揚水し、タンクからパイ
プ給水する方式が良い。 
表 8-6 水資源の関する重要な法律および規則 
1993 National Law on Environmental Protection 
1994 Guideline Implementation Law on Environmental Protections 
1997 
Decision on issuing Temporary Regulation of implementation of regimes of 
license (some omissions) for searching, exploring and drilling of ground water 
exploration works 




























的な削減目標は、理由は明らかでないが 50 万 m³/日としている。これは、基本的に水源を地下水か
ら河川水に転換する方針と考えられる。現況の数字 53 万 m³/日はすでに目標を達成したように見える
が、地下水位が降下続けている現実は、地下水取水量の現況の把握に疑問が残る。ある記録では、1994
年から 2003 年まで 10 年間に 19.75m（地表面化 2.50m から同 22.25m へ）まで小さな振幅の季節変動




表 8-7  ホーチミン市の地下水管理に関する規則と指針 
Guideline on strengthening of management of groundwater 
exploitation and trade of drilling Under consideration of HCMC People’s Committee 
Regulations on water resources management in HCMC Issued 
Regulations on limitation or prohibition of groundwater 
exploitation in HCMC 
Being compiled by Department of Natural Resources & 
Environment 
Draft guideline on collection of resources tax in HCMC based on 
the Ordinance of Resource Taxes of Ministry of Finance Under consideration of HCMC People’s Committee 
Draft regulation on collection of groundwater exploitation fee in 
HCMC 
















であった。その税金は地下水を利用する企業に対して 40-160 ドン/m³(約 0.3-1.2 円/m³)であり、余り














水業（38％）が第一位で 22％、第二位は石油と天然ガス生産（－%）の 8％、第 3位は化学製品業（84％）
の 6％である。以下非金属製品（75％）、電気製品の組み立てと輸送（45％）と続く。木製品と繊維工






























 図 8-12 ベトナムの地域別の工業生産高の推移（10 億ドン/133＝752 万円） 















約 2 兆 2256 億円 
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メコンデルタの農産物の生産は、1990 年から 2002 年にかけて急激な伸びを示し、総額は





















ま と め  
メコンデルタ 




大深度は 400～500m である。 
当デルタの地下水の最重要問題は水質である。各層とも海水浸入と化石塩水と思われる塩類が複
雑に分布するため、開発地域は慎重に選定する必要がある。地下水利用量は現在 90 万 m³/日と推
定されるが、工業用水量は不明である。人口増（2.3％）と生活レベル向上（衛生改善）が需要増の















1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005
Percentage of Industrial output value at current prices
by manufacture  in Vietnam (percent)
Manufacture of food products & beverage
Manufacture of non-metallic
mineral products Extraction of crude oil & natural gas
Manufacture of chemical & chemical products
 
図 8-13 ベトナムの工業生産高の割合の順位変化（第 1 位～第 10 位） 
％ 
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統からなる。その層厚はホーチミン市の地下で 180m、西部の県境で 350m である。東部から西に単
斜構造で傾斜し、西部ほど透水量係数は大きくなる。下部の帯水層に化石塩水が残留している。 
2004 年現在都市用水として約 52 万 m³/日の地下水を取水していたが、障害に伴いようやく地下水















 ハノイ首都圏は 2001 年に結果を出した西隣りのハタイ県を含む地域の水収支計算で、地下水は約
100 万 m³/日が限界で、2020 年需要予測の 140 万 m³/日に対応できないことを知っていた。いつ決定し
たかは分からないが、ホアピンダムから約 60 万 m³/日を導水することを計画し、2007 年末には半分が
概成した。代替水源の確保の見通しが早かった。それに比べホーチミン市は地下水位低下と塩水浸入
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９．１  国境にまたがった帯水層（トランスバウンダリー帯水層）の問題  
ユネスコの IHP（International Hydrological Programme）-Ⅵ によって問題提起された 「Internationally Shared 



























































































































った。その結果海進は東部デルタに沿って進行した。次いで 5000cal yr BP までに、2 つの河川は流路を変え
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図9-6 旧埋没谷とヒ素汚染分布図, 海底地形図（meters) 2つの低濃度汚染の回廊、現地形等高線（1～5m） 














































































































及ぶことを警告した。1988年にジャダブプール大学のSOES（The School of Environment Studies）がヒ素研究に
参加した²²⁾。その結果は多くの科学雑誌に公表された²²⁾。なかでもジャダブプール大学のチャクロボティ教



















































































2001 年 2 月である¹⁴⁾。かなりおおがかりな調査で科学的な結果が公表された。チッタゴン丘陵を除く全国で
3534本の井戸を調査し、3ヶ所のモデル地区を選別し詳細な調査をした。その結果は150m以浅の井戸のうち、
27％が基準を越えていた¹⁴⁾。 



















境まで帯状に連なる。その長さは約 240 ㎞である。ただし、その帯は途中 2 ヶ所でほぼ南北方向に幅20㎞ほ
どの低濃度帯（20％以下）で途切れる。また、興味深いことに、分布の北限は標高3.5－4ｍの地形等高線に並










Arsenic Concentration of groundwater in wells 
from the DPHE/BGS National Survey plotted 










































































(Management information and monitoring Division,1998)
 
 
９．８  現在の水道供給の状況 




年には 98.4 万 m³/日に拡張の予定である（表 9-1）²⁹⁾。都市が南に発達するにつれて、ガーデンリーチに新
図9-11 1974年 と 1998年に洪水に影響を受けた地域（Management Information and Monitoring Division, Disaster Management Bureau(1998)
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たに浄水施設が作られた。しかし、農村地帯には手が回らず、フグリ川の左岸（東岸）に沿う農村で100mよ
り浅い井戸に 50μg/ℓを超す濃度の高い地下水が産出し、ヒ素被害が発生した。表 9-1 にある地下水利用率は
8.8%と低いが、実際にはもっと高いと思われる。なぜなら最近法令順守を促す下記のような広報が行なわれた
からである。 
表 9-1  コルカタ水道公社の水源（*1000m3/day） 
ガ ン ジ ス 川 （表 流 水） 
左 岸（東岸）・コルカタ 右 岸（西岸）・ハウラー 
パルタ ガーデン リーチ 
ﾊﾞﾗナｶﾞﾙ・ 
ｶﾏｰﾙﾊﾃｨ ﾊﾟﾄﾞﾏﾌﾟｸｰﾙ ｾﾗﾑﾎﾟｰ ﾙ 
730 270 136 180 90 
1,136 270 
1,406 （91.2%） 
地 下 水 
地区井戸 私用井戸 ― ― ― 
90 45 ― ― ― 
135 （8.8%） ― 
1,541 （100%） 
 
 西ベンガル州は当初は大統領の裁可事項で、2005年にWest Bengal Ground Water Resources Act を制定した。
市と州内で違法な地下水揚水が後を絶たないため、水管理委員会に地下水涵養と保全のキャンペーンを立ち上
げ、市民に喚起を促すよう指示した（The Statesman,2007年3月7日）。伝統的な雨水利用や節水と、新規の井










2000 1550 2,034 675 





















て農作被害が広がる、予告なしの放流で洪水が発生するなどクレームがついている。1996 年 12 月「ガンジス
川協定」によって両国の分水量は一応決着したとされている⁴⁰⁾。 








がMLGRDCによって2004年3月に出された｢National Policy for Arsenic Mitigation 2004 & Implementation Plan for 
Arsenic Mitigation in Bangladesh｣である⁴⁰⁾。ここには基本政策から、適地の選定、工法、代替水源の設計図にい
たる細かいことが記してある。今までODAやNGOによって実施された事例は多い⁴¹⁾。 
援助組織や地元事情により、規模は異なるが、1タンクの建設費は、代替の浅井戸の掘削を含め、25～30万
















９．９   ガンジス平野のトランスバウンダリー帯水層に潜むリスク 



















































Year Policy  and  Plan 
1992 National Environmental Policy 
1994 National Forestry Policy 
1996 National Energy Policy 
1998 National Fisheries Policy 
1998 National Policy for Safe Water Supply & Sanitation 
1999 National Agricultural Policy 
1999 Industrial Policy 
1999 National Water Policy 
2004 National Policy for Arsenic Mitigation 2004 & Implementation Plan for Arsenic Mitigation in Bangladesh 
2004 National Water Management Plan(Approved by the Council) 
2005 Sector Development Programme, Water and Sanitation Sector in Bangladesh. Vol.1,Main Report  




Policy for Arsenic Mitigation 2004』により、浄化槽で｢安全な水｣の供給することを決定した。これからはいかに
これらのポリシーに則り、迅速に地方末端までの組織力をきちんと構築して実行するかにかかっている。それ
はTA層の地下水に依存する人々の命に直結した緊急の課題である。 
図 9-8 は科学的にはヒ素汚染を表した分布図であるが、約 2430 万人の人々が現在も災害の渦中にあって、
人の健康・生命におよぶ災害が極めて高い確率であることを示した「Hazard Map」として理解すべき図である。 







年に地下水管理のためのモデル法案「Groundwater Control and Regulation Bill」が各州に提示され 、制定は地方
政府に任された。この法案では地下水に対する権利は一切州政府に属し、調査・差し押さえの規定があるほか、
多額の罰金、投獄、電力供給の停止も規定し、家庭用の井戸以外の井戸についてはかなり厳しい罰則を定めて
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１０．１  関東平野の海水準変動 






















Sea level change and depositional environment indicated 



















10.1.2   地下水開発と政策の変遷 





























































１０．２   バックボ平野（紅河平野） 























































Mangrove flat & sea

















































































































































図10-5 Sea-level change of extreme western South China Sea in the last 
 20,000 years（modified from Tanabe et al., 2003） 




１０．３   ナムボ平野 （メコンデルタ･ホーチミン平野） 


















る（図 10-6）。もう一つの推測は、2 本のボーリング方向に埋没谷が潜在するということである（図 10-6）²¹
⁾。それは、上部－中部更新世の帯水層に、海岸沿いの壁方向から塩水浸入がなく、地下水位も谷状に西から東
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1０.3.2  地下水開発と政策の変遷 
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・2007 年にHCMC は大きな政策転換を実施した。HCMC では、全国に先駆けて（ハノイはすでに実施し
ていたと思われる）地下水揚水規制に関する規則を実施に移した。揚水規制は、下記の3つの内容で、個
別に決議書(Decision)が出ている²⁵⁾。１）HCMC の工業団地(工業団地以外は除く)対して、2007 年 2 月
に決定：地下水揚水許可証がない企業者に新規揚水許可証は発行しない、既に揚水許可証をもつ工業団地














・HCMC の地下水需要予測では、2020 年には 19 万m3/日の予測だが、2004 年まで約 53 万m³/日を利用
図 10-8 ホーチミン市の地下水取水量（Takizawa,S. et 
al.,(2008) & S.Ohgaki et al.,(2006)より作成） 
図10-9 上部更新世帯水層の地下水位変化（1994年4月
～2003年10月、Ohgaki,S., et al.,2006） 






































１０．４   チャオプラヤ平野 
10.4.1   海水準変動からみた水理地質 
タイ湾の最北では、最終氷期の下刻谷（化石谷）と思われる痕跡が二ヶ所で認められる（図 10-11）²⁶⁾。西
のタチン川河口の南40km の沖合から深さ20m 以深で幅約 7 ㎞ほどの谷筋が見える。東のバンパコン川では河




















































































































stood at about 
24-25 meters 
below






10.4.2  地下水開発と政策 
・地下水を規制し障害を抑制する過程でタイが最も日本と異なる点は、最初に「地下水法」を制定し、その法
律の下で政策を実施してきたことである。バンコックの地下水問題とその対処法は関東平野のそれと類似し
図10-11  Bathymetric contours in north Gulf of Thailand & mangrove 
Isopach map of Bangkok clay in south Chao Phraya Basin 


























域分けの規制値も厳しくなった。しかし、まだこの時には JICA の地盤沈下の最終報告（1995 年）は出てい
ないので、地域指定は、予測結果に基づいた訳ではなく、安全側をみて南部7県に大きく網を拡大したとい
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その結果海進は東部デルタに沿って進行した。次いで 5000cal yr BP までに、2 つの河川は流路を変え合流し














































































10.6.1   気候変動によって予測されるガンジス平野の脆弱性 
























































































Annual mean river flow
Maximum monthly river flow







図10-16  将来の年間の月別河川流量の変化予測（鬼頭・保坂・上口・野原，2008による） 
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Growth in dry season rice production




Accumulation of arsenic in soil and rice
Food limit>1.0 mg/kg
Increase of irrigated areas by different technology 
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第 １１ 章  持続的な地下水利用に向けた政策シナリオ 
 
































Ohgaki.S et al.(2006)¹⁾の表の様式の一部を引用し、Takizawa,S. ed.(2008)²⁾を参考にした。なお、本章では参考
文献は各章との重複を避けて最小限に留めたことをお許し頂きたい。   
 
１１．２   各地域の地下水問題と保全施策のまとめ 








する基本的な視点であるから、第 3 章や第 10 章と重複する部分もあるが少し細かく整理した（参考文献
はできる限り関係する章を参照されたい、以下のアジア地域も同じである）。 
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口は 17％に達している。1960 年代以降地下水開発が盛んになり、1970 年になって地盤沈下と塩水浸入の地
下水障害が顕著になった。 
・1977 年地下水法が制定され、地下水取水に規制がかかった。地下水位の低下や地下水障害の悪化に対応し、








































































































11.2.5  ガンジス平野―バングラデシュとインド・西ベンガル州 
・当地の施策については、特に緊急を要すると考えるので、11.3.4節に述べた。 
 
















11.3.1 短期的な戦術（技術政策の世界、できれば技術革新の世界、5 年ほど） 
11.3.2 中期的な戦略（産業や地域政策の課題、10 年ほど） 
11.3.3 長期的な政策（国家的な社会システム、法制度の課題、15 年～20 年ほど） 
11.3.4 緊急の課題 
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関東平野 バックボ（紅河）平野 ホーチミン平野 メコンデルタ チャオプラヤ平野 ガンジス平野
私有財 公共財 公共財 公共財 公共財 公共財






施策の種類 施策シナリオ 関東平野 バックボ（紅河）平野 ホーチミン平野 メコンデルタ チャオプラヤ平野 ガンジス平野





地下水水収支の把握 ほぼ終了 ハノイ首都圏、一部県で実施 実施中 なし 南部7県について実施
なし、水収支モデル
構築中




















水需要予測 ウォｰﾀｰﾌﾟﾗﾝ21 あり あり あり あり ―
地下水規制 地下水2法、条例 政令あり、届出制 政令あり ― 許可、免許制 ―
規制区域 大都市周辺 なし 工業団地 なし 区域Ⅰ．Ⅱ、Ⅲ なし





代替水源 工業用水事業法 ダムより導水一部工事中 ダムより導水し上水道に移行計画 なし 南部7県のみ、範囲は限定
なし、コルカタ、ダッカ
など都市のみ
水質規制 水質汚濁防止法 あり あり あり あり あり
下水道料金 水質汚濁防止法下水道法 なし なし なし 検討中、近々課金 なし
回収水奨励策 企業まかせ なし なし なし あるが、補助は不明 なし
節水機器導入策 企業まかせ なし なし なし あるが、補助は不明 なし
水行政機構の改革 縦割り ― ― ― 土地、水資源、環境の所管を統合
地下水汚染対策と水資源
開発は別所管
地下水法の制定 なし なし、政令あり なし、政令あり なし、政令？ 1977（1992,2003改定） バングラデシュはなし、西ベンガル州
は2005年に制定
国土開発・利用計画 国・地方自治体 あり あり ― あり あり
地方分権 一部あり ― ―




















































































































































































































発を進めるように提案した。以上 3，4，5 にまとめた政策から優先順位が高い事項を選別し表 12-1 にまとめ
た。また、図12-1に本研究で明らかにした重点地下水保全施策を水循環のイメージ図の中に表現した。 
 


















熊本地域 人工涵養・水質汚染 環境ガバナンス 水基本法に 則した条例 
水道更新 
節水 
チャオプラヤ平野 都市洪水排水 代替水源の確保 総合治水対策 工場配置転換 
バックボ平野 全域の地下水収支 水行政の融通性 長期水資源計画 ヒ素汚染対策 
メコンデルタ 全域の地下水収支 安全良質水源の確保 長期治水計画 ヒ素汚染対策 





ガンジス平野 全域の地下水収支 低汚染地下水開発 
人工涵養 
国土保全 長期水資源計画 浄水槽建設 
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